






























2040年を見据えた医療提供体制構築に向けた課題：
公立公的病院への期待
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特別講演①

将来を見据えた医療提供体制の構築に向けて必要な取り組みは何か。

コロナ・パンデミック後の医療提供体制が直面している喫緊の課題は、短期的な人件費・物件

費の高騰に対する事業体経営とともに、顕在化している病床稼働率低迷に象徴される医療供給と

需要の不均衡である。これは当面継続するであろう需給バランスの調整局面をどう乗り切るかで

あり、更には中長期的な人口構成の変遷に呼応しながら“あるべき提供体制”をどのように構築し

ていくのかである。

２０１３年の社会保障制度改革国民会議報告に端を発して制度化された「地域医療構想」は、

その実現に向けた取り組みが順次実施されてきた。いよいよそのターゲット２０２５年を来年に

控え、今後の政策展開を見据えた「新たな地域医療構想」の検討が今、急ピッチで進められてい

る。

この新たな地域医療構想では、今後の人口構成の“未来予想図” に基づき２０４０年を新たな

ターゲットと見定め、更に増大が見込まれる高齢者救急や介護ニーズを伴う医療需要に焦点を当

てながら、より広い“地域医療”の視点で検討が進められている。現行の「病床機能区分」のあり

方に加えて、地域における個々の医療機関が担う「病院機能」の捉え方が大きな論点となってい

る。

これら一連の医療システムにおける需給バランス向上の取り組みは、わが国の社会経済情勢を

踏まえながら、いつの時代においてもたゆまぬ努力が求められるNever Ending Storyでもある。

このような“新たな地域医療構想”にむけた「これから」について、皆さんと共有できれば幸甚で

ある。
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